地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付要綱
（趣旨）
第１条　この要綱は、富山県人材活躍推進センターが富山県の委託を受けて実施するプロフェッショナル人材事業において、地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し必要な事項を定めるものとする。

（定義）
第２条　この要綱において「補助事業者」とは、県内に事業所を有している企業（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者に限る。）等をいう。
２　この要綱において「補助事業」とは、 補助事業者が、プロフェッショナル人材事業を利用して、県外のプロフェッショナル人材を副業・兼業形態で補助事業者の所在場所等を実際に訪れて業務に従事させることをいう。
３　この要綱において「プロフェッショナル人材」とは、実務経験などこれまでの知見・ノウハウを活用し、経営に携わるなど、企業の課題解決に資する業務等に従事できる人材をいう。
４　この要綱において「副業・兼業」とは、補助事業者とプロフェッショナル人材が業務委託契約等に基づき、副業・兼業形態で業務に従事することをいう。

（補助金の交付）
第３条　富山県人材活躍推進センターは、県内企業における副業・兼業による県外のプロフェッショナル人材の活用を促進するため、補助事業者が行う補助事業に要する経費に対し、予算の範囲内において、補助金を交付するものとする。ただし、国若しくは県の他の補助金を現に受けて事業を実施している場合又は実施する予定である場合は、この補助金の対象外とする。

（補助対象経費等）
第４条　補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率並びに限度額は、次の表のとおりとする。
	補助対象経費
	補助率
	補助限度額

	補助事業者が負担する副業・兼業による県外のプロフェッショナル人材の移動に要する交通費及び宿泊費
	補助対象経費の２分の１以内
	500千円 


　※１回の往復移動に伴う交通費の実費負担が10千円未満の場合は補助対象外とする。
　※交通費及び宿泊費の算定は、富山県職員等の旅費に関する条例（昭和32年富山県条例36号）等の合理的な基準に準ずるものとする。
　※補助限度額は、１つの副業・兼業に関する１年間の上限額とする。

（補助金の交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする補助事業者は、補助金交付申請書（様式第１号）を富山県人材活躍推進センターに提出するものとする。
２　前項の補助金交付申請書に添付する書類は、次のとおりとする。
(1) 補助事業者概要書（様式第２号）
(2) 事業計画書（様式第３号）
(3) 事業計画内訳書(様式第４号)
(4) プロフェッショナル人材の住民票の写し、履歴書及び職務経歴書の写し
(5) プロフェッショナル人材の活用に関する業務委託契約書の写し又はこれに代わる
資料
(6) 補助事業者の登記事項証明書の写し（法人である場合）
(7) 補助事業者の会社案内又はこれに代わる資料
(8) 補助事業者の納税証明書（県税及び国税に未納がないことの証明）
(9) その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める資料

（補助金の交付決定）
第６条　富山県人材活躍推進センターは、前条第１項の申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類の審査を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、速やかに補助金の交付決定を行い、交付決定通知書（様式第５号）を補助事業者に通知するものとする。
（交付条件）
第７条　補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとする。
(1) 補助事業者は補助事業に要する経費又は補助事業の内容を変更する場合においては、あらかじめ変更承認申請書（様式第６号）を富山県人材活躍推進センターに提出し、その承認を受けること。ただし、次条に定める軽微な変更については、この限りでない。
(2) 補助事業者は補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ中止（廃止）承認申請書（様式第７号）を富山県人材活躍推進センターに提出し、その承認を受けること。
(3) 補助事業者は補助事業が予定の期間内に完了しない場合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに富山県人材活躍推進センターに報告し、その指示を受けること。
(4) 補助事業者は補助事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、補助事業完了の翌年度から起算して５年間、保管すること。

（軽微な変更）
第８条　前条第１号ただし書の規定による軽微な変更とは、次に掲げる変更とする。
(1) 補助事業に要する経費の20％以内の変更を行う場合。
(2) 事業の目的及び効果に影響を及ぼさない範囲で内容を変更する場合。

（交付決定の取消し）
第９条　富山県人材活躍推進センターは、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。
(2) 第７条各号に掲げる交付条件に違反したとき、又は同条第３号の富山県人材活躍推進センターの指示に従わなかったとき。

（補助金の返還）
第10条　富山県人材活躍推進センターは、補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。

（状況報告）
第11条　補助事業者は、富山県人材活躍推進センターから求めがあった場合は、補助事業の遂行状況について、状況報告書（様式第８号）を富山県人材活躍推進センターに提出しなければならない。

（実績報告）
第12条　補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して14日以内又は補助金の交付に係る年度の3月10日のいずれか早い期日までに実績報告書（様式第９号）を富山県人材活躍推進センターに提出しなければならない。
２　前項の実績報告書に添付する書類は、次のとおりとする。
(1) 事業実施報告書（様式第10号）
(2) 事業実施報告内訳書（様式第11号）
(3) 補助対象経費を支払ったことを証する書類（領収書、受領書等）
(4) その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める書類

（補助金の支払）
第13条　富山県人材活躍推進センターは、交付すべき補助金の額を確定し、交付額確定通知書（様式第１２号）を補助事業者に通知したのち、補助事業者から精算払請求書（様式第１３号）の提出を受け、当該補助金を支払うものとする。

（立入検査等）
第14条　富山県人材活躍推進センターは補助事業の適性を期すため必要があるときは、
補助事業者に対して報告させ、又はその事業所等に立ち入り、帳簿書類等を検査するこ
とができる。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）
第15条　補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、速やかに富山県人材活躍推進センターに報告しなければならない。ただし、消費税及び地方消費税額を補助対象経費に含めない場合は、この限りでない。
２　富山県人材活躍推進センターは、前項の報告があった場合は、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。

（その他）
第16条　この要綱に定めるもののほか補助金の交付に関し必要な事項は、別に定める。	附　則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
　　　　附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
